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ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入簡易検討調書

令和８年６月１２日

１ 事業概要書

※従来型手法による算定額を記載

部 局 課 室 名 警察本部

事 業 名 運転免許センター改築事業

事 業 内 容

老朽化が著しい運転免許センター庁舎及び交通機動隊庁舎について、両庁

舎を複合化し、運転免許センターの現在地に整備する。

採用するPPP/PFI手法 ＢＴＯ方式

当該手法採用の理由

財政負担の平準化及び設計、建設、維持管理業

務に関するコスト削減が見込めるほか、民間事

業者の固定資産税等の負担軽減が図られる。

事 業 期 間 １５年間

事業用地関係

１ 場 所 秋田市新屋南浜町１２番１号

２ 用 地 面 積 ６５，２２９．１８㎡

３ 事業用地の確保

■県有地

□県有地以外の公有地（買収・賃借）

□民有地（買収・賃借）

４ その他(規制等)

建設(改修)関係※

１ 設 計 費 １９２，７１８千円

２ 建設(改修)費 ５，１５１，１４５千円

３ 維持管理運営費 １１，０００千円／年

補 助 制 度

■有 □無

【有の場合、制度名称と内容】

国庫補助金、一般補助施設等債
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２ 定性評価結果

「評価」への記入方法

○：採用手法に問題はない。

△：採用手法に問題はあるが、検討の余地がある。

※この場合は、任意の様式で補足説明書を作成。

×：問題があり、検討の余地がない。

項目 評価基準 評価

法令上の制約 設置主体や管理主体の制限等、法令上民間事業者が事業主体に

なることが制限されていないこと。

〇

【評価理由】

設置主体は県であり、維持管理業務を民間事業者に委ねることに制限等なし。

（他県においてＰＦＩ手法による運転免許センター整備実績がある。）

民間の事業参

入可能性

民間に同種・類似の業務が存在しており、多くの民間事業者の

参入が見込まれること。

〇

【評価理由】

聞き取りにより参入可能業者がいることを確認している。

民間ノウハウ

活用の可能性

施設内容や運営部分に民間事業者が自らのノウハウを活用し

て、創意工夫できる範囲が広く、効率的・効果的なサービス提供

が可能であると見込まれること。

△

【評価理由】

建物が単純な構造であるため、建設に当たって民間のノウハウを活かしにくい

ほか、収益を伴うサービスとして売店や自動販売機等の設置が考えられるが、販

売規模は小さく、維持管理費の節減に向け創意工夫できる範囲は限定的である。

民間に期待す

る成果の明確

性

民間事業者に委ねるサービス内容、達成すべき数量的なサービ

ス水準が明確に規定できること。

〇

【評価理由】

設計や建設、維持管理に係る業務について、民間事業者に委ねるサービスの内

容や水準を明確に規定することは可能である。

国や他の地方

公共団体にお

ける導入実績

国や他の地方公共団による導入実績があること。 〇

【評価理由】

静岡県、神奈川県、愛知県などにおいてＰＦＩ手法による運転免許センター整

備の実績がある。

時間的余裕の

有無

ＰＰＰ等（特にＰＦＩ）で実施した場合に想定されるスケジュ

ールで支障がないこと。

〇

【評価理由】

支障はない。
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３ 定量評価結果

（１）定量評価調書

※ＥＩＲＲ＝投資家から見た内部収益率

従来型手法の費用

（公共施設等の管理者等が自ら整備等を行う手法）

採用手法の費用

（候補となるPPP/PFI手法）

整備等（運営等

を除く）費用
５２．９億円 ４８．７億円

〈算出根拠〉 新営予算単価による積算 従来型手法より７．９％削減の想定

運営等費用 １．７億円 １．５億円

〈算出根拠〉 平成２８、２９年度実績 従来型手法より７．４％削減の想定

利用料金収入 なし なし

〈算出根拠〉 － －

資金調達費用 １．９億円 ３．９億円

〈算出根拠〉 起債償還利率０．５％
基準金利０．４％、上乗せ金利（スプ

レッド）０．８％

調査等費用 － ０．４億円

〈算出根拠〉 －
国土交通省の調査資料等を参考に算

出

税金 － ０．３億円

〈算出根拠〉 －
各年度の損益に法人実効税率２９.

７４％を乗じて算出

税引後損益 － ０．９億円

〈算出根拠〉 －
ＥＩＲＲ（※）が５％以上確保される

ことを想定

合計
５５．４億円

※補助金・交付金を控除

５５．７億円

※補助金・交付金を控除

合計（現在価

値）
５３．５億円 ５３．３億円

財政支出削減率 ０．４％（０．２億円）

その他

（前提条件等）
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（２）ＰＰＰ／ＰＦＩ手法簡易定量評価調書記載の根拠

①従来型手法による場合の費用（ＰＳＣ）の算定根拠

②採用手法を導入した場合の費用の算定根拠

③その他の仮定

公共施設等の整備等（運営等

を除く。）の費用

新営予算単価による積算

公共施設等の運営等の費用 平成２８、２９年度実績

利用料金収入 該当なし

資金調達に要する費用 起債償還利率０．５％

調査に要する費用 従来型手法の場合は想定せず

民間事業者の適正な利益及び

配当（税引後損益）

従来型手法の場合は想定せず

公共施設等の整備等（運営等

を除く。）の費用

従来型手法より７．９％削減の想定

公共施設等の運営等の費用 従来型手法より７．４％削減の想定

利用料金収入 該当なし

資金調達に要する費用 基準金利０．４％、上乗せ金利（スプレッド）０．８％

調査に要する費用 国土交通省の調査資料等を参考に算出

税金 各年度の損益に法人実効税率２９.７４％を乗じて算出

民間事業者の適正な利益及び

配当（税引後損益）

ＥＩＲＲが５％以上確保されることを想定

事業期間 １５年間

割引率 ０．４％
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４ 定性評価、定量評価結果を踏まえたＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入に関する事業担当課室の意見

事業担当課室名：警察本部

□ＰＰＰ／ＰＦＩ手法で実施 ■従来型手法で実施

理由（定性評価結果、定量評価結果を踏まえた総合的な判断を記載）

ＰＦＩ導入可能性調査報告書の総合評価で、「ＰＦＩ手法に比べて従来型手法の方が整備手

法として適している」とされており、また、ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入検討委員会において「従

来型手法による実施が適当であると認められる」との検討結果が出されたことから、同結果に

従い、従来型手法で本事業を進めることとした。


